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１．はじめに 

 近い将来，南海トラフ沿いで大規模地震の発生可

能性が広く認識されることに伴い，同地震に伴う津

波に対する様々な減災対策が各自治体にとって重要

な政策的課題になりつつある．津波被害の軽減を実

現するためには，自治体及び住民による協調行動な

どを伴う効果的な避難の実現が求められているとこ

ろである．津波に対する効果的な避難の実現のため

には，定量的な避難可能性に関する指標の算出と評

価が重要であると考える． 

 ところで，各種災害に関する避難の定量化に関す

る先行研究としては様々なものがあるが，津波等一

時避難所の収容可能性についての研究として，竹内

ら(2003)は，高知県須崎市を対象に避難所の避難者

の収容可能人数を考慮した津波避難場所の評価を行

なっている．また，吉永ら(2014)の研究では，東京

都区部を対象に地震による火災が発生する場合に最

寄避難所へ避難することに関する避難所の有効面積

から算定した収容可能人数に関する議論を行ってい

る．佐藤ら(2018)は，岩手県宮古市を対象に累積収

容人数を用い，居住自治体以外の避難施設への避難

を実施する場合の被災者の避難可能人数に関する研

究を行っているが，これらについては，現下のよう

な COVID-19の爆発的感染などへの感染症への配慮

がなされておらず，また国勢調査による人口を対象

にした分析であり，地震や津波の発生時刻による被

害の変化についての検討が十分なされてはいない．

蒲倉ら(2020)では，茨城県内を対象に大規模河川氾

濫による浸水想定地区からの避難に関する研究を行

い，広域避難する場合にはより短い避難距離で避難

が完了する被災者が増加することを明らかにしたが，

勤労者・一般住民及び高齢者への考慮をしておらず，

その点での避難所の評価が十分ではないと考える．

これらの先行研究を参考にしつつ，本論文では，尼

崎市を対象に，兵庫県により公開されているオープ

ンデータを利用し，3D建物データを構築した上で津

波等一時避難所の収容可能人数と国勢調査の 250m

メッシュデータ及び経済センサスの 500m メッシュ

データを用いて被災可能性人口を推計し， これらの

避難所の現実的な収容可能人数を検討するとともに

津波発生時の避難に関する課題を明らかにすること

を試みた．また個別の街区の地理的な地域特性を考

慮しながら，被災地区外への避難も含めた効果的な

津波避難計画の検討の試みを紹介する． 
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2.対象地域 

 分析対象とした尼崎市は兵庫県南東部に位置する

自治体であり，南は大阪湾に面し，東は猪名川，西

は武庫川に囲まれた 50.72平方 kmの市域を有する．

同市域は大阪湾の沿岸流や武庫川・猪名川の両水系

が運ぶ土砂が堆積してできた平野であるため，その

市域の大半は平坦な平野から構成されている．この

ような平坦な地形を持つ尼崎市南部では，南海トラ

フ地震により発生すると想定されている津波災害が

表 1に示すような被害の発生が想定されるものとし

て予測されている． 

 尼崎市（2016）では，南海トラフ地震防災対策推

進計画における津波被害想定概要として，最大津波

水位 4.0m，津波の最短到達時間 117 分（津波が初

期水位より 1ｍ上昇するまでの時間），浸水面積

981ha，避難可能距離 3,060m（0.5m/秒で 15 分後か

ら避難開始と想定），津波浸水想定領域 JR 神戸線

（東海道本線）より南側の多くの地域と小田地区・ 

園田地区の一部の浸水が発生するものとしての想定

が紹介されている（図１参照）． 

 ところで尼崎市（2019）では，尼崎市域の約 30%

が海面（平均満潮位）以下のいわゆる「海抜ゼロメ

ートル地帯」であり，津波浸水後，長期間にわたる

海水による湛水被害の継続が予想されている． 

2.1 避難人口の予測のために利用したデータ 

 本論文では，兵庫県(2021)が G 空間情報センター

を通じて公開している 1m解像度の DEM 及び DSM

データ，尼崎市（2021）による津波等一時避難場所

データ，国土地理院（2021）提供の基盤地図情報の

うち建築物，総務省統計局（2021）提供の国勢調査

250mメッシュデータ，経済センサスの 500mメッシ

ュデータといったオープンデータをそれぞれダウン

ロードして研究を実施した． 

 より具体的には，これらのデータを入手した上で，

ArcGISを利用して必要なデータ加工作業を行い，津

波等一時避難所の建築物容積及び受入可能人数の推

計と，避難のために対処する可能性がある被災者数

の推計を実施した．津波等一時避難所の建築物容積

の推計を行った上で，COVID-19 の感染予防措置が

必要な場合と従来通りの場合について，津波等一時

避難所としての受入可能人数を求めた． 

 さらに国勢調査の 250m メッシュデータ及び経済

センサスの 500mメッシュデータを用いて被災の可 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：兵庫県（2016）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能性がある人口と津波等一時避難所で被災者の受入

可能性を検討した． 

 具体的には，川向・有馬（2020A, 2020B, 2020C）で

のメッシュデータベースの国勢調査データを活用し

た水害に伴う被災人口の推計の提案と一部の地域に

関する推計と同様の方法により，尼崎市の津波災害

を事例として，以下の二種類の被災者数の推計を実

施した．まず，EPOPNで示す国勢調査ベースの夜間

に災害が発生した場合の被災予測人口として，オー

プンデータとして提供されている国勢調査の最小推

計単位である 250mメッシュによる 2015年の国勢調

査集計データと，津波被災想定地域の浸水深別の被

災面積の重複部分の面積比率を用いた面積按分法に

よる推計で算出を行った．また，いわゆる昼間人口

に相当する勤労者ベースの被災人口 EPOPw につい

ても 2014 年の経済センサス基礎調査の最小公開集

計単位である 500m メッシュによる集計データを利

冬の早朝
（5時発災）

夏の昼間
（12時発災）

冬の夕方
（18時発災）

全壊（棟） 約37,200 約36,800 約38,500

（うち揺れ） 約32,000 約32,000 約32,000

半壊（棟） 約177,500 約177,600 約177,100

死者（人） 約23,100 約29,100 約27,450

（うち津波） 約21,100 約27,970 約25,520

負傷者（人） 約36,690 約33,800 約34,340 

建物被害

人的被害

表 1 尼崎市における南海トラフ巨大地震・津波
による被害想定 

 

図 1 尼崎市における南海トラフ巨大地震による
津波浸水想定区域（国土数値情報を利用し，筆者
らにより作成） 
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用し，同様の方法で推計を実施した． 

 これらの推計の計算結果として，津波が夜間に発

生した場合の被災人口EPOPNとしては，63,899人（う

ち 65 歳以上 18,990 人）であり，経済センサス活動

調査の 4次メッシュベースの集計データによる推計

値である EPOPwとしては，3,555 人の従業員の被災

が予測されるという推測結果を得た． 

2.3 被災者受入可能人数の推計に用いた仮定と推計

式について 

 以下では，本論文で津波等一時避難所などの避難

可能人数等についての推計に用いた仮説とそれに基

づく受入可能人数の計算式について紹介する． 

 建築物の容積と容量の簡易推計に関しては，以下

のような手順により推計を実施した． 

 まず，1m解像度の DSM と DEM のポイントデー

タを用い，建築物ポリゴン内部に存在するポイント

の平均値を求め，DEMと DSMの平均値の差から津

波等一時避難所となっている建築物の建物高を推計

する．その上で，1 階あたり 3m，基礎部分を 0.7m

であるという大胆な仮定を置き，推計した建物の平

均階高を求めた．津波等一時避難所として指定され

たの建築物の容積を反映した受入可能容積を求める

ために，建物の柱や階段室などの構造部分に関する

利用不可能なデッドスペースの比率を 20％として

仮定した上で，個別建築物の平均的な容積の計算を

実施した． 

 従来の既存研究での想定，即ち COVID-19の感染

対策が必要ではなかった時代における避難可能人数

ECnは，(1)式で示すようなものとなろう． 

𝐸𝐶n＝
避難所建築物面積(㎡)∗建築物高(𝑚)

1(𝑚)∗1(𝑚)∗3(𝑚)
∗ 0.8……（1） 

次に COVID-19 感染対策が必要な場合における

被災者の受入可能人数として，ある個人と他者との

間で必要とされる物理的距離を 1m間隔を仮定した

場合，津波等一時避難所の避難可能人数 ECCは，以

下の（2）式で計算できよう． 

 𝐸𝐶C＝
避難所面積(㎡)∗建築物平均高(𝑚)

2(𝑚)∗2(𝑚)∗3(𝑚)
∗ 0.8……（2） 

 以下に示す図 2及び表 2は，尼崎市による津波等

一時避難所の被災者受入人数規模別の避難所数につ

いてのヒストグラムと同指標の記述統計量である． 

 この図 2・表 2からは，比較的小規模で受入可能 
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図 3 尼崎市内における浸水想定区域の経
済センサス活動調査による浸水深別被災者
数 

図 4  尼崎市内における浸水想定区域の国
勢調査による浸水深別被災者数 

表 2 尼崎市内の津波等一時避難所の尼崎市指
定の被災者受入人数に関する記述統計量 
 

 

統計量 収容人数

最小 10

中央値 330

最大 17,770

平均 918

避難所数 398

図 2 尼崎市内の津波等一時避難所について

の尼崎市指定の被災者受入予定人数 
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人数が 500人未満の避難所が多いことが指摘される． 

 次に，想定されている津波による浸水深別の被災

者数の空間分布を検討した結果を紹介する．図 3は

経済センサス活動調査の 500ｍメッシュデータを利

用した場合の浸水深別の被災予測人口の推計結果，

図 4 は，国勢調査の 250ｍメッシュデータを利用し

た場合の浸水深別の被災人口の推計結果である． 

 以下の 3章では，山田ら（2016）のような津波の

襲来方向と避難方向との関係を考慮した避難行動を

検討した結果ではなく，行政の一般的な想定である

被災者が津波被災地区内の最寄り一時避難所へ避難

するという想定に従って避難する場合について検討

した場合に加え，吉永ら（2014）と佐藤ら（2018）

を参考に被災地区外へ脱出する際の道路ネットワー

ク上の最短脱出地点を特定した上で，その被災地区

外への最短脱出地点を経由しての地域外の避難所へ

の避難も含め，最寄りの避難所への避難が行われた

場合についての避難者数の推計結果を紹介する． 

 

3.発災時の状況別を想定した場合の推計結果 

以下では尼崎市の南海トラフ巨大地震における津

波浸水想定区域から津波発生時に道路を利用して一

時避難所への移動が発生するとしたときの，被災者

の受入可能性に関する結果を紹介する． 

3.1 浸水域外への脱出地点及び避難所までの距離 

250mないし 500ｍメッシュデータを利用し，津波

浸水想定区域内に一部でも含まれるメッシュについ

ての重心を求め，その重心の集合を被災地域の代表

点集合（以下集合 Aと表す）とする．その被災地域

の居住者等の代表点集合 Aに含まれる個別のメッシ

ュの代表点を避難開始地点（以下 pa）として定義し，

次に，尼崎市（2021）による津波等一時避難場所の

建設物についても重心を求め，これを被災建物に関

する代表点集合 C（以下集合 C）と定義した．この

集合 Cのうち，避難目的地となる特定の避難所を避

難終了地点（以下 pc）と定義した上で分析を実施し

た．更に，日本デジタル道路地図協会から提供を受

けた道路リンクデータのうち道路リンク B（以下集

合 B）から，集合 Aの特定の地点要素 aから道路ネ

ットワーク上の最寄りポイント bとなるようなネッ

トワーク上の地点 baを求めた．津波による被災者が

発生する可能性があるメッシュの代表点についての 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路ネットワーク上の最近接地点 ba及び道路ネッ

トワーク上での避難所まで最近接点bcとを求めるた

めに，ArcGIS の最近接（near）ツールを利用した．

これらの ba及び bcを特定した上で，ArcGISのネッ

トワーク解析を利用して，最寄施設の検出レイヤー

で baにおける最寄りのを bc検出した上で，道路ネッ

トワーク上を経由する際の避難における移動距離を

算出した． 

ところで，表 3における用語の定義であるが，浸

水域内避難とは，浸水想定域内にある津波等一時避

難所へ避難することを指し，広域避難とは，道路ネ

ットワーク上の浸水想定域外への最短脱出地点を経

由して，津波浸水地域以外に存在する尼崎市が指定

した津波等一時避難所へ避難する場合を指す．この

広域避難の場合については，浸水域内，浸水域外の

避難所を含め，道路ネットワーク上での総移動が最

も短い津波等一時避難所を避難所として選択するも

のと仮定し分析を行った． 

図 5から図 8は，表 3で区分を示した避難所の地

域選択（2種別）と災害発生時に一時避難所に避難

する可能性がある人々についての区分（2種別）に

ついて，計 4種別の場合について考慮した避難開始 

表 3 避難所位置別及び被災人口の種別に 

   関する４つのケース 

住民 勤労者
浸水域内 I II
広域避難 III IV

避難所
の選択

避難者の種別

図 5 浸水域内にある最近隣の一時避難所へ道
路ネットワーク経由で勤労者が避難する場合の
移動距離に関する主題図 
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地点から一時避難所までの道路ネットワークを使用

した場合の移動距離が小さな値を取るメッシュを黄

色，移動距離が大きな値を取るメッシュを赤色とす

る色調のグラデーションにより一時避難所までの距

離の差異を表現した主題図である． 

例えば，図 5は事業所統計調査のデータを利用し

た場合であり，浸水域内のみの津波等一時避難所へ

の道路ネットワークを利用して移動した場合の移動

距離に関する主題図を示している．尼崎市最南部の

沿岸部の地区は，工業専用地区指定がされている工

場地帯であるためか，同市最南部では津波等一時避

難所の指定数が限られる．これら地区では避難所ま

での避難経路上の移動距離は極めて大きい．避難経

路上の混雑がなく，避難上の障害物などがない状態

であったとしても，道路上の移動距離で最大 4.57km

以上となり，避難所までの脱出行動の所要時間とし

ては，一般的な健常者の 1ｍ/秒という歩行速度を想

定した場合でも，最遠地点となるメッシュの代表点

から，最寄り避難所までの道路上を経由した場合，

徒歩による避難では，避難完了までには一時間以上

が必要であることが明らかになった． 

次に，災害が発生する時間帯が夜間から早朝の時

間帯の場合について検討する．この場合，住民が主

たる津波等による被災者となる場合を考えてみたい．

この場合は，国勢調査のメッシュデータの人口を基

に考えることになる． 

図 6に示す比較的住民による避難に要する時間が

大きいと推定された地区は同市南部の東初島町や南

初島町付近などであった． 

図 4と図 6をあわせて考えると，被災者が多いの

は，阪神電鉄尼崎駅と同出屋敷駅の中間の阪神電鉄

本線北側で被災可能性のある人口が多い地区が見ら

れるが，これらの地区では，津波等一時避難所など

への移動距離はさほど大きくはない．とはいえ，被

災者が多い阪神電鉄尼崎駅と出屋敷駅の中間地区は，

高齢者が多い地区でもあり，これらの地区から避難

所までの道路ネットワーク上の移動距離としては，

最寄りの避難所までの移動距離が 2.km以上となっ

ており，移動時間としては，健常者で 40分を要する

が，災害時要支援者や高齢者の移動に関しては，一

般の健常者より長い時間が必須になることが予想さ

れる． 

 

図 6 浸水域内にある一時避難所へ道路ネットワ
ーク経由で最近隣の津波等一時避難所に住民が
避難する場合の移動距離 

図7 尼崎市の一時避難所へ道路ネットワーク経
由で浸水域外への脱出点を経由して，津波浸水
域外にある最近隣の津波等一時避難所を含め勤
労者が避難する場合の移動距離 

図8 尼崎市の一時避難所へ道路ネットワーク経
由で最近隣の津波等一時避難所に住民が避難す
る場合の移動距離 
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表 4 浸水域内にある最近隣の一時避難所に被災メ
ッシュの代表点から道路ネットワークを経由して避
難する場合の移動距離の記述統計量 
 

 

 
 
 
 
 
表 5 被災可能性のあるメッシュから浸水域外を含む尼
崎市内の一時避難所へ道路ネットワーク経由による最
近隣避難施設への移動距離の記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

表 4は，図 5から図 6 に示した浸水域内に存在す

る最寄りの避難所までの移動距離を示した主題図に

関する避難所までの移動距離の記述統計量を示した

ものである． 

これに対し，表 5は，浸水域外を含む最寄りの尼

崎市内の一時避難所までの移動距離に関する記述統

計量を示したものである．表 4及び表 5に示すよう

に，歩行速度を 1m/sであると想定した場合で，経済

センサス活動調査のメッシュデータの集計結果によ

る算出した避難距離の中央値から検討した場合，概

ね 10分以内で，約半数の被災者の避難は完了できる

と考えられる．国勢調査の 5次メッシュデータによ

り検討した結果においても，健常者ばかりであれば，

居住者の被災者の約半数は 5分程度での避難が完了

すると思われるが，高齢者の場合で歩行移動速度が

約半分と仮定した場合でも，約半数は 10分以内に避

難が完了するという結果が得られた． 

避難所までの移動距離が相当大きな値を取るメッ

シュが，市内中心部の阪神尼崎駅周辺，阪神出屋敷

駅周辺等の高密度で人々が居住する地域付近におい

ても複数存在が確認され，これらの地域では，表 7

に示すように，受入率が 100％を超える一次避難所

も相当数見られる．これらの地区住民全員の避難が

発生する場合，被災者のすべてを受入が困難である

ことが明らかになった．これらの状況を考慮すると，

将来の避難対策においては，沿岸部においての単純 

表 6 避難所位置・COVID-19 対策有無及び 
受入人数計算方法別における８分類 

 

 

 

 

な避難完了時間の短さに着目して津波等一時避難所

の指定を検討するだけではなく，住宅の密集市街地

における安全な避難路の整備と一時避難所の周知の

みならず，災害対策政策の一環として避難する可能

性がある全住民に対して十分な受入能力を有する一

時避難所群を構成することを真摯に検討する必要が

あることを伺わせる結果となった． 

3.2 避難人数と受入人数 

次に，3.1で求めた最寄り一時避難所までのメッシ

ュの重心からの避難所要時間を算出し，最短時間と

なる避難所の特定と最短時間となる一時避難施設に

人々が移動したときの人数とその施設の受入可能人

数を比較することにより，避難に関する可能性につ

いての評価を行った．  

より具体的には，表 6に示す 8種類の避難に関す

る仮定，COVID-19などの感染症対策の有無及び，

被災者による避難状況の種別により，受入人数が変

化する 8種類のケースを表 6に示したところである

が，その 8種類の避難に関するケースに対し，市指

定の一時避難所の受入人数に対して予測される被災

者の人数の比率（以下受入率と称す）に関する記述

統計量を表 7で示す．これらの受入可能比率（被災

者が最近隣の施設選択する場合の被災者数に対する

施設の受入能力）の最大値を見る限り，COVID-19

の感染予防措置としての物理的距離の必要がなく，

比較的高密度で被災者を受入可能である場合

（I,II,V,VIの分類のケース）であっても，避難所に

おいて地域住民に対して十分なスペースの提供がで

きかねない結果となっている． 

国勢調査のメッシュ統計を利用した津波被災予測

人口を示す図 3からは，阪神尼崎駅と出屋敷駅の北

側での被災予測人口が多い地区が見られる．この地

区では，高齢化率もかなり高めであることに加え，

津波等一時避難所の受入人数が限られる避難所がい

くつか見られた．これらの受入人数が限られる避難

所と人口分布を考えると，この地域の避難所全体で

被災者を受入可能であるかどうかについては，相当 

統計量 国勢調査
経済センサス

活動調査

最小 10.16 10.16

平均 481.76 1,048.64

最大 4,579.44 5,029.74

中央値 410.08 665.01

メッシュ数 3,116 4,888

統計量 国勢調査
経済センサス

活動調査

最小 9.54 9.54

平均 388.90 795.58

最大 4,572.20 4,572.20

中央値 325.93 568.47

メッシュ数 3,116 4,888

住民 勤労者 住民 勤労者
浸水域内 I II V VI
広域避難 III IV VII VIII

避難所
の選択

避難者の種別
市の指定人数 建物容積による人数
避難者の種別
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懸念をせざるを得ない状況であることが明らかにな

った． 

 表 7に示した記述統計量からは，地域の居住者の

受け入れの場合においては，避難が浸水域内のみの

最短距離の避難所に向けて行われるか浸水域外の最

短距離の避難所に向けて行われるかに関係なく，避

難所に被災者全てを受入可能でないことを示す結果

となった．しかしながら，災害が日中に発生し，勤

労者が被災する場合でも， 多くの事業所では，堅牢

な建築物内で勤務する場合が少なくない．これらの

側面を考えると，勤労者の被災の場合は，さほど深

刻ではないかもしれない．ところが，夜間に災害が

発生し住民が主たる被害者となる場合，地震による

建物被害も考えると，避難所に入りきれない被災者

がかなり大量に発生する可能性があるという結果と

なった．この結果は深刻な状況が発生することを意

味する．とりわけ，VIIIの分類のケースの住民の避

難を考えた場合（即ち COVID-19などの感染症予防

対策を実施が求められる場合では，津波等一時避難

所の市指定による被災者の受入可能人数に対し，被

災地域内の最近隣施設での避難を被災者が選択する

場合の受入比率の中央値は 181.8%となった．このこ

とは，浸水域内の最寄り施設を住民が選択した場合，

半数以上の避難所の受入可能人口は被災者に比べて

相当少なく，避難所の受入能力がかなり不足する可

能性が示された．ところが，我々が独自に推計した

避難所の受入可能人数との比率（分類 VIIのケース）

の受入比率との比較においては中央値で 58.8％であ

り，感染症予防対策を行ってもなお余裕があるとい

う結果となっている．このような受入余裕がある結 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果となった原因として，体育館などの天井高の高い

割に実効床面積が狭小な建築物が含まれていること

による可能性がある． 

 次に，経済センサス活動調査のメッシュデータ集

計を元に推計した被災勤労者と避難所受入人数の比

率を検討した場合，最大値が 100％を超えるものが

いくつか見られるが，平均値や中央値で検討した場

合においては，すべての分類において 100%を下回

っており，勤労者に関しては，概ね問題なく受け入

れが可能であると考えられる．しかしながら，津波

が日中に襲来する場合でも，地域には勤労者のみな

らず高齢者や在宅勤務者など被災地域内において生

活する住民の避難も検討する必要があることから，

地域内勤労者を含む全被災者の受け入れ可能性につ

いての懸念が存在する．  

前述したように，被災推計人口が避難所の容量を

大幅に超える避難所が存在する一方で，かなり余裕

のある避難所，即ち，尼崎市の指定受入人数に比べ，

避難してくる可能性がある被災者数がかなり少ない

と予想される避難所も見られるなど，避難所の受入

能力の余裕に地域的な偏りがあることも確認された． 

4.まとめ 

本論文では，COVID-19対策を考慮しながら，尼

崎市の津波等一時避難所の評価を試みた結果を紹介

した．ところで，現有の避難所の受入人数に対する

地域的な過不足が見られることや，紙幅の関係から

十分紹介できなかったが最寄りの一時避難所とはい

え，道路ネットワークを介して移動を前提にした場

合，移動に相当の時間を要するような避難所がかな

りの数存在するなど，津波等一時避難所の地域的な

表6の種別

統計量 勤労者 住民 勤労者 住民 勤労者 住民 勤労者 住民

最小 0.00% 0.00% 0.00% 0.04% 0.00% 0.01% 0.02% 0.16%

最大 121.73% 3882.56% 436.48% 12799.99% 486.94% 15530.24% 1745.94% 51199.97%

中央値 0.50% 14.69% 1.68% 45.44% 1.99% 58.77% 6.73% 181.76%

平均 5.17% 129.81% 18.24% 498.74% 20.66% 519.23% 72.95% 1994.97%

超過避難所数 1 36 3 52 7 58 23 79

総避難所数 130 133 130 133 130 133 130 133

V VI VII VIII

表 7  表 6の分類区分に基づく被災者種別よる避難所の受入率についての記述統計量 

 表6の種別

統計量 勤労者 住民 勤労者 住民 勤労者 住民 勤労者 住民

最小 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

中央値 1.1% 4.4% 4.1% 21.8% 4.4% 17.5% 16.5% 43.7%

最大 157.0% 7036.1% 436.5% 11238.1% 628.0% 28144.4% 1745.9% 44952.6%

平均 8.4% 162.6% 25.0% 434.9% 33.5% 650.3% 99.9% 1296.0%

超過避難所数 1 14 3 28 8 26 20 35

総避難所数 88 87 88 87 88 87 88 87

I II III IV
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被災者の受入とそのための移動についての課題が存

在することが確認されている． 

今後の研究課題として，本論文では避難する際の

被災者の移動方向を無視した上で，単に道路ネット

ワークを経由しての最寄り避難所へ避難する行動の

みを想定についての克服が挙げられよう．即ち津波

が襲来した場合には，避難途上での被災回避のため

に，津波の襲来方向とは逆方向に向かう避難行動が

望ましいのは明らかである．これに対応するため，

現在，津波の来襲方向の逆方向に当たる避難方向へ

の避難，すなわち尼崎市では北西方向，即ち北また

は西方向への避難方向として限定し，津波避難につ

いての分析の実施を検討している．また，本論文で

仮定した避難手段は徒歩のみとしているという限界

をがある．今後は自転車・自動車での避難の可能性

及び避難速度なども考慮しながら，被災人口と避難

所の受入人数についてより詳細な分析と検討を行う

ことを予定している． 

最後に，指定避難所を拡充することのみならず，

近隣の高層マンションの管理組合等との協定を結ん

だ上での民間施設の利活用による一時避難所の検討

や，避難行動の評価を含めた，より適切な避難行動

指針とそれに基づく避難計画の立案が望まれよう． 
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